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革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ検討会取りまとめについて（令和４年７月）

➢ H3ロケット後や国際動向を見据え、抜本的な低コスト化を図る革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップについて検討を行うため、

2020年11月から2022年6月まで、有識者によるロードマップ検討会を17回開催。

１．背景・経緯

２．抜本的な低コスト化を中心とした将来宇宙輸送システムを日本が行う意義

➢ スペースX等の台頭により、国際的な民間市場での競争は激化している。このような中で我が国において民間市場で競争力のあるロケットを作れなければ、我が

国の宇宙輸送システムが民間市場より退出させられる恐れがあり、我が国独自の打上げ手段を失い、自立的に宇宙にアクセスすることができなくなり、国益等

が失われる可能性がある。

➢ 一方、従来の延長線上の研究開発のみでは、抜本的低コスト化を実現することは容易ではなく、市場規模が大きく民間が関心を持つミッションにも適用できる

将来宇宙輸送システムの開発を国と民間が連携して取り組む必要がある。

３．取りまとめのポイント

➢ 国は、安全保障や防災利用、深宇宙探査等の官ミッションに対応するため、2030年頃の初号機打上げを目指して大幅な低コスト化（H3ロケットの1/2

程度を目標）の実現に向けた「基幹ロケット発展型」の開発を進める。さらに、下記の「高頻度往還飛行型」で培われた技術の適用や部品の共通化、製造

ラインの共通化により抜本的低コスト化（H3ロケットの1/10程度を目標）を図る。

➢ 民間が関心を持つ二地点間高速輸送に適用され、宇宙旅行、低軌道衛星の打上げ等のミッションに対応する「高頻度往還飛行型」（H3ロケットの1/10

以下を想定）を官民連携で開発する。

➢ JAXAは、民間事業者と対話し必要な要素技術を絞り込み、官民共同研究により要素技術を獲得する。

➢ 民間事業者に事業予見性を持たせるため、国は、4段階に区切った技術実証のステージゲートを設ける等による支援を検討。

➢ 2040年を待たずとも低コスト化した宇宙アクセス手段を早期実装し、我が国の宇宙輸送能力の増強を図る。

➢ 一定期間ごとの技術実証ステージゲートに伴う開発ペースを踏まえ、段階的に明確な期限を区切り、国は、関係機関と連携し、実現に必要な環境の整備・

検討を進める。

➢ 国及びJAXAは、再使用を伴う飛行試験場のスペックや機体の回収方策・整備方法を検討し、民間事業者も試験で活用することを想定。また、飛行試験

場の整備・運用データ等を民間事業者に提供するとともに、制度的課題に関わる部分について、国は、関係機関と連携し、必要な対応の検討を進める。
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革新的将来宇宙輸送システムロードマップ

2021 2040 頃

要
素
技
術
開
発

2026 頃 2030 頃

開発・実証

革新的推進・材料等

●基幹ロケット発展型
宇宙輸送システム

革新的推進、熱防御技術/完全再使用化技術等

民間の事業体制構築※

官

部品の共通化等
による量産効果等

要素技術の特定
について協議

20232022

●アンカーテナンシーとして一定の打上げ
枠買取り等の方策を検討（官）＜国主導による技術開発＞

＊低コスト化方策案；①部品・材料等の低コスト化（地上部品との共通化、汎用材料等の活用、国際調達・技術協力）
②宇宙輸送システムの再使用化、
③宇宙輸送システムの打上げ回数の増加による量産効果、
④製造工程のIT技術利用等による革新化

※打上げコスト目標
H3ロケットの1/2程度

※打上げコスト目標
H3ロケットの1/10以下

実証技
術提供

初号機
打ち上げ

※打上げコスト目標
H3ロケットの1/10程度

※宇宙輸送事業を民間で進めていくため、
民間企業等による協議会発足の動きがある。

高頻度往還飛行型を含めた要素技術開発に着手

段階的事業化構築

民間事業者のビジネスモデルとして何段階
かの事業化の可能性がある。

＜国による飛行実証支援
＞

実用化

＜民間主導による開発・実証＞
●高頻度往還飛行型
宇宙輸送システム

性能向上/
低コストの実現

往還飛行システムの
実現（高頻度
旅客対応含）

H-IIAロケット
H3ロケット
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宇宙の起源や生命の可能性等の人類共通の
知を創出し、月以遠の深宇宙に人類の活動領
域を拡大するとともに、月面探査・地球低軌道
活動における産業振興を図る：

① 宇宙物理
② 太陽系科学・探査
③ 月面探査・開発等
④ 地球低軌道・

国際宇宙探査
共通

防災・減災、国土強靭化や気候変動を含めた
地球規模問題の解決と、民間市場分野でのイ
ノベーション創出、SDGs達成、Society5.0実
現をけん引：

① 通信
② 衛星測位システム
③ リモートセンシング
④ 軌道上サービス
⑤ 衛星基盤技術

宇宙技術戦略の概要

宇宙科学・探査 宇宙輸送

分野共通技術

大容量のリアルタイム伝送を
可能にする光通信

衛星

① 機能性能の高度化と柔軟性を支えるハード
ウェア技術（デジタルデバイス等）

② 小型軽量化とミッション高度化を支える機械
系基盤技術（3Dプリンティング等）

③ ミッションの高度化と柔軟性を支えるソフトウ
ェア基盤技術（AI、機械学習等）

④ 開発サイクルの高速化や量産化に資する開
発・製造プロセス・サプライチェーンの変革

⑤ 複数宇宙機の高精度協調運用技術

上記の衛星、宇宙科学・探査
、宇宙輸送分野共通となる技
術について、継続的に開発に
取り組むことが、サプライチェーン
の自律性確保、国際競争力
強化の観点から不可欠：

【出典】JAXA

宇宙用高性能デジタルデバイス
マイクロプロセッサー

製造試験ラインを自動化
しているOneWeb衛星

宇宙輸送能力の強化、安価な宇宙輸送価格
の実現、打上げの高頻度化、多様な宇宙輸送
ニーズへの対応を実現：

【出典】OneWeb 【出典】理化学研究所

COTS品の活用に重要となる
耐放射性試験等の環境試験

JAXA/TOYOTAが研究開発中
の有人与圧ローバ(イメージ)

①システム技術
②構造系技術
③推進系技術
④その他の基盤技術
⑤輸送サービス技術
⑥射場・宇宙港技術

CALLISTO(カリスト)プロジェクト：
日・仏・独の宇宙機関共同で、2026年度
にロケット1段目の再使用を実施予定

【出典】JAXA

⚫ 「宇宙基本計画」（令和５年６月１３日閣議決定）に基づき、世界の技術開発トレンドやユーザーニーズの継続的で的確な調
査分析を踏まえ、安全保障・民生分野において横断的に、我が国の勝ち筋を見据えながら、我が国が開発を進めるべき技術を
見極め、その開発のタイムラインを示した技術ロードマップを含んだ「宇宙技術戦略」を策定した。

⚫ 関係省庁における技術開発予算や10年間で総額１兆円規模の支援を行うことを目指す「宇宙戦略基金」を含め、関係省庁・機
関が今後の予算要求、執行において参照していくとともに、毎年度最新の状況を踏まえ、ローリングを行っていく。

⚫ 必要な宇宙活動を自前で行うことができる能力を保持（「自立性」の確保）するため、下記に資する技術開発を推進：
①我が国の技術的優位性の強化
②サプライチェーンの自律性の確保 等

【出典】独TESAT

【出典】独TESAT 【出典】TOYOTA
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◯次世代通信サービス
・光通信技術の高度化とデータ中継への活用
・地上-非地上系ネットワークの連携

◯衛星測位システム
・衛星測位システムの抗たん性向上の動向
・低軌道測位(LEO-PNT)の研究開発への
取組

◯リモートセンシング
・生成AI等を活用したソリューション開発が進展
・災害時活用を含む民間小型衛星と政府衛星の連携

◯軌道上サービス
・デブリ除去・監視技術の強化
・寿命延長等軌道上サービス
・再使用を含む軌道間輸送機(OTV)、
宇宙ロジスティクス技術が進展

◯衛星基盤技術
・SDS(Software  Defined Satellite/ソフトウェア

定義衛星)技術が進展。
・量子航法センサ開発、VLEO(Very Low

 Earth Orbit/極低軌道)向け推進技術の進展、
展開型ラジエータ等排熱技術高度化、等

◯太陽系科学・探査分野
・即応的かつ高頻度な探査技術の動向
・深宇宙探査も念頭に置いた拡張性・
汎用性ある軌道間輸送技術の発展 等

◯月面探査・開発等
・極域への高精度着陸技術(SLIM応用) 等

◯地球低軌道・国際宇宙探査共通
・地球低軌道活動における産官学連携の拡大
・船外活動の効率化、軌道上でのデータ通信に関する技術 等

衛星 宇宙科学・探査

宇宙技術戦略 － 令和６年度改訂のポイント

⚫ 「宇宙技術戦略」(2024年3月28日宇宙政策委員会)について、国内外における最新の技術開発
動向を踏まえたローリング(改訂)を行った。追記・修正点は主に以下のとおり。

分野共通技術

・リチウム硫黄電池・SiC(シリコンカーバイド)半導体
の重要性、AIを使用した運用自律・自動化が進展
・COTSの宇宙分野での利用が進展

【出典】JAXA

【出典】Impulse Space

低軌道測位(LEO-PNT)
のイメージ

令和６年能登半島地震における活用事例
（ALOS-2による土砂災害箇所の抽出）

多様なニーズ・ユースケースでの
OTV活用等のイメージ

【出典】 ESA

COTSのイメ―ジ

軌道間輸送機
(OTV: Orbital Transfer Vehicle)

※PNT:Positioning, Navigation, and Timing

衛星光通信のイメージ

【出典】Firefly Aerospace

「きぼう」船外利用プラットフォーム

【出典】 JAXA

【出典】SpaceX

【出典】 JAXA

※Commercial Off-The-Shelf/既製品

◯推進系技術
・新たな宇宙輸送システムを見据えたエンジン技術

◯その他の基盤技術
・ロケット部品製造プロセスの刷新

◯輸送サービス技術
・有人輸送における重点技術

・人的課題の解決に向けた宇宙スキル標準試作版の活用
・宇宙輸送分野における規格化・標準化の在り方を検討する取組

宇宙輸送

◯射場・宇宙港技術
・射場の運用等のスマート化

新たな宇宙輸送システム
のイメージ

【出典】JAXA 【出典】国土地理院

衛星画像ALOS-2 空中写真
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◯通信
・衛星とスマートフォンとのダイレクト通信の
商用化実現によるTN・NTNの融合・連携
・傍受や妨害、なりすまし、改ざん等のリスクへの
対策 等

◯衛星測位システム
・抗たん性向上の動向
・測位衛星への高精度時刻情報の安定供給 等

◯リモートセンシング
・商用宇宙ソリューションと安全保障分野の統合・
デュアルユース化が進展
・赤外線センサの多画素化技術、光・量子技術等
先端技術の宇宙での活用 等

◯軌道上サービス
・「軌道上データセンター」構想が米中を中心に進展
・アルゴリズム開発や評価・検証、訓練データの獲得
など、必要なシステム技術全般の開発・実証 等

◯衛星基盤技術
・SDS化に伴い、打上げ後の軌道上におけるソフト
ウェア更新による機能拡張の可能性、等。
・電気推進と化学推進の特徴を併せ持つマルチ
モード推進の軌道上実証研究、等

衛星 宇宙科学・探査

宇宙技術戦略 － 令和７年度改訂のポイント

⚫ 「宇宙技術戦略」について、国内外における最新の技術開発動向を踏まえたローリング(改訂)を
行った※。追記・修正点は主に以下のとおり。

分野共通技術

・軌道上実証による実績獲得に取り組む重要性 等

【出典】JAXA

【出典】 ESA

【出典】 JAXA

【出典】SpaceX

宇宙輸送

マルチモードスラスタ試験

Ⓒ AST SpaceMobile

通常のスマートフォンとの交信を
可能にするBLUEBIRD衛星

の軌道上大型アンテナ

LiDAR搭載衛星等による
大気微粒子の観測

Ⓒ NASA

※令和6年度改訂に続き2回目。

◯月面探査・開発等
・月ー地球圏通信のための長期的な運用
計画を実現する地上局の整備
・重力天体である月からのサンプル回収
技術 等

◯地球低軌道・国際宇宙探査共通
・地球低軌道拠点の軌道制御技術
・宇宙環境利用の促進に繋がる新たな
技術・装置の開発、地上での事前検証
システムの開発 宇宙環境利用と搭載装置のイメージ

宇宙資源活用のイメージ

出典：文部科学省

◯輸送サービス技術
・大気圏再突入における熱防護技術

◯射場・宇宙港技術
・打上げシステムへの洋上活用技術
・複数地上局の一体的な利用技術

※ 輸送サービス技術獲得にあたり、打上げ成功の実績を積み重ねつつ、
 競争力強化のための開発・実証等を進めることの重要性についても追記

米国SpaceX Starshipの大気圏再突入の様子
（熱による損傷）
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「『強い経済』を実現する総合経済対策」（令和７年11月21日 閣議決定）
宇宙戦略基金による速やかな総額１兆円規模の支援を通じて、宇宙空間における輸送、衛星及び探査の分野において先端技術開発、
技術実証及び商業化を支援する。

内閣府 経済産業省

文部科学省 総務省

宇宙航空
研究開発機構

民間企業、スタートアップ、
大学・国研等

【事業全体の目標（3Goals）】

○ 宇宙関連市場の拡大（2030年代早期に４兆円⇒８兆円 等）
宇宙関連市場の開拓や市場での競争力強化を目指した技術開発を支援

○ 宇宙を利用した地球規模・社会課題解決への貢献
 社会的利益の創出等を目指した技術開発を支援
○ 宇宙における知の探究活動の深化・基盤技術力の強化

革新的な将来技術の創出等に繋がる研究開発を支援

＜本制度のスキーム＞

輸送

衛星等 探査等

支援分野
(3Areas)

基金造成
委託・

補助金交付

令和5年度補正予算3,000億円（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円（文科省xxx億円、経産省xxx億円、総務省xxx億円）

⚫ 我が国として民間企業・大学等が複数年度にわたって大胆に研究開発に
取り組めるよう、新たな基金を創設し、 民間企業・大学等による先端技術
開発、技術実証、商業化を強力に支援。

⚫ 速やかに総額１兆円規模の支援を行うことを目指すとともに、民間投資や
宇宙実証の加速、地域やスタートアップ等の国際競争力につながる特色ある技術の獲得・活用や産業の集積等の
観点からスタートアップを含む民間企業や大学等の技術開発への支援を強化・加速する。

⚫ 加えて、政府によるアンカーテナンシーを確保し、民間企業の事業展開の好循環を実現。

宇宙戦略基金
令和5年度補正予算3,000億円
（文科省1,500億円、経産省1,260億円、総務省240億円）
令和6年度補正予算3,000億円
（文科省1,550億円、経産省1,000億円、総務省450億円）
令和7年度補正予算2,000億円
（文科省950億円、経産省740億円、総務省310億円）
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文部科学省

【実施方針】 技術開発テーマ（第一期）

今後増加が見込まれる多様な打上げ需要に対応するため、宇宙輸送システムの低コスト化・高頻度化等に向けた技術開発に重点的に取り組む。

宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及びコスト低減技術

ロケットの機体質量や構造体・部品の製造期間・コストを低減することを目
指して、複合材や金属3D積層技術の適用・活用拡大に向けた基盤技
術を開発する。

支援規模：３件程度で130億円程度（上限）
支援期間：５年程度（最長）

©JAXA

©JAXA

将来輸送に向けた地上系基盤技術

ロケット本体と地上系システムは車の両輪であり、打上げの高頻度化や
低コスト化に向けて、再使用をはじめとする革新的な機能付加を伴う地
上系システムに係る基盤技術を開発する。

支援規模：２件程度で155億円程度（上限）
支援期間：５年程度（最長）

経済産業省
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出典：JAXA

出典：NASA

固体モータ主要材料量産化のための技術開発

我が国が技術的蓄積を有し、基幹ロケット及び民間ロケット双方で活用さ
れる固体モータの量産化のボトルネックとなっている主要材料の製造能力
強化の他、推進薬製造工程の短縮・高度化に資する技術開発を実施す
る。

支援規模：１件で48億円（上限）
支援期間：５年（最長）

宇宙輸送システムの統合航法装置の開発

地上の管制設備・管制要員・運用コストの大幅な縮減やロケット飛翔時
の安全確保等につながる、自律飛行安全管制ソフトウェアを搭載した小
型・低コスト・高性能な統合航法装置及び自律飛行安全管制システム
の地上検証基盤の開発を実施する。

支援規模：１件で35億円（上限）
支援期間：７年（最長）

日本が強みを持つ他の産業分野との連携や、非宇宙分野の参入促進を目指し、特に緊要性が高い技術開発に取り組む。



担当
府省

技術開発テーマ
採択予定
件数

代表機関名 技術開発課題名

文
科
省

宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及
びコスト低減技術

ー ー ー

- シミュレーションを活用した熱可塑性複合
材に係る基盤技術開発

1件程度 丸八株式会社
DX技術を活用した低コスト熱可塑CFRP 
製大型タンクの設計・製造技術の高度化

- 宇宙用途に適用可能な精密部品を対象
とした金属3D積層に係る装置開発及び基
盤技術開発

1件程度 株式会社ニコン
将来ロケットへ搭載可能な大型精密部
品への金属3D積層技術の確立

- ロケット用大型構造部品を対象とした金
属3D積層に係る基盤技術開発 1件程度

三菱重工業
株式会社

金属3D積層によるロケット用大型液体
推進薬タンクの製造技術開発

清水建設
株式会社

WAAMを用いた軽量かつ低コストな大型
極低温推進薬タンクの製造技術研究

将来輸送に向けた地上系基盤技術 ー ー ー

- 再使用機体の回収系に係る地上系基盤
技術開発

1件程度
日本郵船
株式会社

再使用型ロケット利用に向けた洋上回収
船に係る要素技術構築

- 打上げ高頻度化等を実現する地上系基
盤技術開発

1件程度
SPACE COTAN

株式会社
高頻度打上げに対応する射場・宇宙港
を目指した地上系基盤技術

経
産
省

宇宙輸送システムの統合航法装置の開発 1件
三菱プレシジョン
株式会社

小型・低コスト・高性能な統合航法装置
および地上検証装置の開発

固体モータ主要材料量産化のための技術
開発

1件
株式会社ＩＨＩ
エアロスペース

固体モータ需要を見据えた主要材料量
産化技術の確立と機能検証

技術開発テーマ（第一期）採択結果（宇宙輸送）
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文部科学省

【実施方針】 技術開発テーマ（第二期）

スマート射場の実現に向けた基盤システム技術

射場ビジネスの成立性を確保・強化するため、世界でも類を見ないスマー
ト射場の実現を目指し、射場運用の省人化やユーザビリティの向上に係る
基盤システムを開発・実証する。

支援規模：１～２件程度で85億円（上限）
支援期間：５年程度（最長）

有人宇宙輸送システムにおける安全確保の基盤技術

高速二地点間輸送や宇宙旅行といった将来の宇宙輸送サービス市場
に参画するためのコア技術（有人キャビン、異常検知・緊急退避システ
ムに係る基盤技術）を開発する。

支援規模：２～４件程度で100億円（上限）
支援期間：３年程度（最長）

経済産業省

新たな宇宙輸送ビジネスの創出や非宇宙分野のプレーヤーの宇宙分野への参入促進を目指し、新たな宇宙輸送システムに対応するための基盤技術の獲
得や、民間事業化を見据えた打上げに係る地上システムの運用効率化に向けた技術開発に重点的に取り組む。
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高頻度打上げに資するロケット部品・
コンポーネント等の開発

打上げ能力や衛星搭載効率の向上、打上
価格の低コスト化に向けた量産化や小型軽
量化等の技術開発を実施する。
その際、供給を狙うロケット事業者との連携を
前提に、事業持続性の観点から複数ロケット
や他産業への裨益も重視する。

支援規模：10件程度で195億円程度（上限）
支援期間：４年程度（最長）

高頻度打上げに資するロケット製造プ
ロセスの刷新

量産化に対応した製造プロセスの確立に向け
た難加工・特殊加工や人手を要する作業の
効率化等の技術開発を実施する。
その際、供給を狙うロケット事業者との連携を
前提に、事業持続性の観点から複数ロケット
や他産業への裨益も重視する。

支援規模：10件程度で245億円程度（上限）
支援期間：４年程度（最長）

射場における高頻度打上げに資する
汎用設備のあり方についてのフィージ
ビリティスタディ

各事業者が共通して利用できる汎用設備の
選定やコンセプト、開発・製造コストの調査、
その設備を整備した場合のビジネスモデルにつ
いての調査を実施する。
なお、各ロケット事業者が開発、整備した場
合と比較して負担軽減に寄与し、複数のロ
ケット事業者に裨益することが前提。

支援規模：１件程度で５億円程度（上限）
支援期間：２年程度（最長）

国際競争力のある高頻度な輸送能力獲得のため、サプライチェーン強化の観点では、2030年代前半までに年間30件程度の国内打上げ能力確保を目
指した自律的かつ持続的なサプライチェーンを構築することを目指し、射場設備・打上げプロセスの観点では、国内外の衛星打上げ需要に応えることのでき
る宇宙輸送システムの構築に向けた設備整備への早期着手を目指す。



技術開発テーマ（第二期）採択結果（宇宙輸送）（1/3）
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担当
府省

技術開発テーマ
採択予
定件数

代表機関名 技術開発課題名

文
科
省

スマート射場の実現に向けた基盤システム
技術

1～2件
程度

（採択なし、再公募予定）

有人宇宙輸送システムにおける安全確保
の基盤技術

ー ー ー

- ロケットの往還飛行用の与圧キャビンシス
テムに必要な生命維持・環境制御機能と与
圧機能を実現する基盤技術開発

1～2件
程度

株式会社
岩谷技研

有人宇宙船汎用与圧キャビンシステム―
キャビン構造・クルーシステム・ECLSS

宇宙システム開発株
式会社

有人宇宙輸送の安全確保に資する与圧
キャビンECLSS技術の確立

- ロケット打上げ時の異常発生時に、搭乗
員の安全を確保するロケット搭載用安全シ
ステムに必要な①異常検知機能、②離脱
機能を実現するための基盤技術の検証

1～2件
程度

将来宇宙輸送
システム株式会社

有人宇宙輸送の安全性を支える可視
化・検知・退避の基盤技術開発

三菱重工業
株式会社

有人宇宙輸送における安全確保のための
異常検知・緊急退避に係る技術実証



技術開発テーマ（第二期）採択結果（宇宙輸送）（2/3）
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担当
府省

技術開発テーマ
採択予
定件数

代表機関名 技術開発課題名

経
産
省

高頻度打上げに資するロケット部品・コン
ポーネント等の開発

10件
程度

イーグル工業
株式会社

ロケットターボポンプ用シール量産化のため
の技術開発

エア・ウォーター
株式会社

ロケット燃料向け高効率型液化バイオメタ
ン製造技術の開発

NECスペーステクノ
ロジー株式会社

ロケット及びLEOコンステ衛星搭載ソフト
ウェア無線機の高機能化

シンフォニアテクノロ
ジー株式会社

機電一体型の小型・低コストTVC機器の
開発

株式会社SUIHO
SPACE

INNOVATIONS

再使用型高性能推進システムに向けた
電動弁と予燃焼噴射器の開発

Space BD
株式会社

ロケット間の互換性を有する複数衛星搭
載システム”TOHRO”（灯籠）の開発

株式会社
MJOLNIR

SPACEWORKS

超軽量気蓄器のシステム設計技術の構
築および製造プロセスの開発



技術開発テーマ（第二期）採択結果（宇宙輸送）（3/3）
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担当
府省

技術開発テーマ
採択予
定件数

代表機関名 技術開発課題名

経
産
省

高頻度打上げに資するロケット製造プロセ
スの刷新

10件
程度

株式会社IHI
燃焼器一体設計/製造によるロケットエン
ジン製造プロセスの革新

赤星工業株式会社
ロケット用推進剤タンクのシリンダ部品製
造プロセス開発

スペースワン
株式会社

ロボティクス技術を活用した固体燃料モー
タの製造プロセスの刷新

東レ・カーボンマジッ
ク株式会社

大径円筒成形体および大型３次元形状
成形体の自動積層技術

徳田工業株式会社
薄肉高精度大物部品生産拡大へ向けた
課題

株式会社光製作所
自動化及び制約解除による宇宙輸送機
部品の機械加工技術強化

富士精工株式会社
ロケット用ベローズ製品製造工程と真空
熱処理炉の近接効果とその実証

北斗株式会社
ロケット構造組立のフレキシブル組立シス
テムの開発

株式会社UACJ
ロケット構造体用大型アルミニウム鍛造品
の製造プロセス刷新

射場における高頻度打上げに資する汎用
設備のあり方についてのフィージビリティス
タディ

1件程度
株式会社ＩＨＩエ
アロスペース

射場における汎用設備のあるべき姿の概
念設計と事業成立性の検討



文部科学省

【実施方針】 技術開発テーマ（第三期）

打上げシステムへの洋上活用技術

将来の多様な宇宙輸送に対応するための技術基
盤の構築と洋上環境における打上げシステム実証
の加速を目的として、打上げシステムへ適用可能な
洋上活用に係る技術を開発する。

支援規模：１件程度で90億円程度（上限）
支援期間：６年程度（最長）

宇宙輸送機の大気圏再突入における熱防護技術

大気圏再突入を伴う宇宙輸送機体の実現に係るキー技術である低コス
ト性、再使用性及び再整備性に優れた新たな熱防護部品及び熱防護
コアシステムを開発する。

支援規模：４件程度で95億円程度（上限）
支援期間：５年程度（最長）

経済産業省

既存の宇宙輸送のプレーヤーと非宇宙分野のプレーヤーとの共創による開発を発展させ、打上げから回収等といった新しい宇宙輸送システム運用のアーキ
テクチャの構築を目指す。特に、洋上を活用したロケット打上げサービスの実現に向けた技術開発や、ロケットの再使用化や大気圏再突入等に求められる
キー技術の獲得に向けた開発に重点的に取り組む。
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民間ロケット打上げ実証加速化

国際競争力のある輸送サービスの早期事業化に向け、事業化初期段
階にある民間ロケットの複数回の打上げを通じた、打上げサービス拡充に
向けたシステム機能や、信頼性向上に向けた設計・製造工程の改良と
いった開発・実証を行う。

支援規模：２件程度で240億円程度（上限）
支援期間：５年程度（最長）

ロケット打上げの最初の10飛行に
おける失敗率（2000年以降）

出所: AXA XL

ロケット飛行運用の効率化・高機能化

ロケット打上げにおける飛行解析・飛行安全解析の効率化と、ロケット追
跡の可能範囲拡大・低コスト化を通じ、ロケット飛行運用の効率化・高
機能化を目指す。

支援規模：３件程度で50億円程度（上限）
支援期間：５年程度（最長）

ロケット飛行運用の効率化・高
機能化に係る取組のイメージ

出所: Microsoft Copilotにより生成

我が国の宇宙産業の持続的発展を可能とする観点から国として必要なインフラである民間ロケットの早期事業化を後押しするため、信頼ある競争力の高い
ロケットの早期確立を可能とする技術開発や、ロケット飛行運用の効率化・高機能化を実現する技術開発に取り組む。



⚫ 従来は、公共調達を見据えた中小企業の技術開発支援であったが、SBIR
※
制度は

スタートアップに対する研究開発支援に移行。

⚫ 同制度に基づく「指定補助金等」の対象・規模を抜本的に拡充。

⚫ ビジネスアイディアのフィージビリティスタディ調査段階（フェーズ１）、

実用化に向けた研究開発段階（フェーズ２）、に加え

新たに、先端技術分野における大規模技術開発・実証段階（フェーズ３）も支援対象に追加。

令和４年度補正予算額 2,060億円（基金）
※内閣府から各省に配分

PoC（概念実証）・
F/S（フィージビリティ

スタディ）支援

フェーズ１
フェーズ２

実用化開発支援
【新設】

技術実証等

出口の市場
（ゴール）

政府調達市場
等

フェーズ３
大規模技術実証支援

政策ニーズ
調達ニーズ

【国等の研究開発】

研究開発
課題設定

※SBIR指定補助金
等は、公募段階から
政策ニーズ・調達ニ
ーズに基づく研究
開発課題を設定

【SBIR指定補助金等】

研究開発支援等 政府調達等

【SBIR政府調達手続の特例】

①一般競争入札における
入札参加資格の特例

②随意契約の特例

【現行制度】
フェーズ１：研究開発課題の内容を前提に、技術・シーズ

に基づくアイデアの検証を実施
フェーズ２：フェーズ１で実施したアイデアの検証結果を
 踏まえた 研究開発を実施

施策の目的

施策の概要

施策の具体的内容

（ ※ Small/Startup Business Innovation Research）

SBIR制度によるスタートアップの新技術の社会実装の推進
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⚫ SBIR制度において、革新的な研究開発を行うスタートアップ※等が社会実装に繋げるための大

規模技術実証事業（フェーズ3事業）を実施。我が国におけるスタートアップ等の有する先端技

術の社会実装の促進を図ることを目指す。

⚫ 文部科学省の宇宙分野では、①民間ロケットの開発・実証、②スペースデブリ低減に必要な技

術開発・実証を行うスタートアップ等に対し、支援（補助）を実施。

文部科学省の事業概要

⚫ 宇宙分野（文部科学省）：計556億円

① 宇宙輸送  ：350億円（民間ロケットの開発・実証）

② スペースデブリ対策 ：206億円（スペースデブリ低減に必要な技術開発・実証）

宇宙分野の実施体制

スタートアップ等への補助金

⚫ 基金設置法人：

一般社団法人 低炭素投資促進機構（GIO）

⚫ 運営支援法人

国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA）

業務の
一部を
委託

基金設置

文部科学省

基金設置法人（GIO）
運営支援法人
（分野毎）

補助対象者

補助

【体制図】

報告

※ 原則、設立15年以内の革新的な研究開発を行うスタートアップ
（J-Startup又はJ-Startup地域版選定スタートアップを含む）

SBIRフェーズ３基金事業制度（宇宙分野）

16



⚫国際競争力を持ったロケットの開発・飛行実証を行うスタートアップ企業の支援。『2027年度中までに、サブシステムの実機サイズ
の製作・試験、その後、実機製造及び飛行実証の完了』を想定アウトプットとしている。

⚫ これにより、2028年度以降、国内の全ての政府衛星及び商業衛星が、基幹ロケット及び国内民間ロケットを用いて打上げを検討
することが可能となるとともに、海外需要を取り込み、2030年代早期の市場規模8兆円（国内の宇宙産業全体）への拡大に貢献
すること等を目標とする。

⚫支援開始当初（事業フェーズ1）は4社を支援。支援フェーズを3つに分け、事業フェーズの移行時にステージゲート審査を行い、事業
フェーズ2では3社程度、事業フェーズ3では2社程度まで支援対象を絞り込み。

⚫補助率は、開発当初は最大100%補助、その後段階的に民間負担を求める。

✓ 事業フェーズ1： 採択後 ～ 2024年9月末

✓ 事業フェーズ2： ステージゲート審査１回目後（2024年10月） ～ 2026年3月末

✓ 事業フェーズ3： ステージゲート審査2回目後（2026年 4月） ～ 2028年3月末

⚫試験機の飛行実証に成功し、条件を満たす宇宙輸送機については、JAXAや文部科学省、内閣府、経済産業省、防衛省等の取
組において、衛星等打上げのサービス調達を進めていく予定。

代表スタートアップ 事業計画名
フェーズ1
交付額上限

フェーズ2
への移行

フェーズ2
交付額上限

フェーズ２
追加配分

フェーズ３
への移行

フェーズ３
交付額上限

インターステラテクノロ
ジズ株式会社

小型人工衛星打上げロケットZERO
の技術開発・飛行実証

20.0億円 可 46.3億円 14.4億円 可 73.7億円

将来宇宙輸送システム
株式会社

小型衛星打上げのための再使用型
宇宙輸送システムの開発・実証

20.0億円 可 50.0億円 0.85億円 否

スペースワン株式会社
増強型カイロスロケットの開発、打上
げ実証及び事業化

3.2億円 可 12.3億円 4.1億円 可 46.3億円

株式会社 SPACE 
WALKER

サブオービタルスペースプレーンに
よる小型衛星商業打ち上げ事業

20.0億円 否

SBIRフェーズ３基金事業制度（民間ロケットの開発・実証） 【実証期間】2023～2027年度
【総所要額】350億円
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小型人工衛星 打上げロケットZEROの

技術開発・飛行実証

小型ロケットの技術開発・飛行実証を行う民間単
独では日本初となる観測ロケットの宇宙空間到達の
実績で得られた知見を土台に、液化メタン燃料ロ
ケットエンジンを新たに開発し、信頼性とコスト競争
力を両立させた宇宙輸送サービスを実現させる。

出典：各社HP

（参考）国からの主な支援

⚫ 宇宙戦略基金（第１期：文部科学省）

• テーマ：高精度衛星編隊飛行技術

• 概要：超多数機の精密制御が可能な編隊
飛行技術の構築と宇宙実証

インターステラテクノロジズ（株） 将来宇宙輸送システム（株）

小型衛星打上げのための再使用型宇宙

輸送システムの開発・実証

事業パートナーとの連携体制を構築し、人工衛
星の打上げを行うことができる再使用型の宇宙輸
送システムの開発を見据え、デモンストレーション
飛行を行い、補助事業後、商業化に必要な課題
克服に取り組み、社会実装を加速させる。

スペースワン（株）

増強型ロケットの開発、打上げ実証

及び事業化

現行型カイロスロケットの第３段をメタンエンジンを
使用する液体ステージに置換、誘導制御系の改修、
機体製造、射場設備の整備等、打上げ能力を増
した増強型カイロスロケットの開発・飛行実証を行う。

（参考）国からの主な支援

⚫ 宇宙戦略基金（第２期：文部科学省）

• テーマ：有人宇宙輸送システムにおける安全
確保の基盤技術

• 概要：ロケット打上げ時の異常発生時に、搭
乗員の安全を確保するための機能の検証

⚫ JAXA革新的将来宇宙輸送システム
研究開発プログラム（JAXA）

• テーマ：有人宇宙船開発に向けた革新的な
帰還飛行技術に関する研究

• 概要：カプセルから有翼機体等の革新的な
緩降下システムの実現可能性についての検討

（参考）国からの主な支援

⚫ 宇宙戦略基金（第２期：経済産業省）

• テーマ：高頻度打上げに資するロケット製造
プロセスの刷新

• 概要：ロボティクス技術を活用した製造プロ
セスの革新に取り組み、製造コストの低減と
生産リードタイムの短縮を図ることで、高頻度
かつ安定した打上げ体制の構築

⚫ アッパーステージ能力向上に関する研究
（防衛省）

• 概要：メタンエンジンを含むロケットの上段部
分の能力向上に関する試作・燃焼試験を含
む研究

各社の取組内容（SBIR事業と国からの主な支援内容）
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「宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及びコスト低減技術」（文科省テーマ）採択課題①
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「宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及びコスト低減技術」（文科省テーマ）採択課題②
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「宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及びコスト低減技術」（文科省テーマ）採択課題③

22



「宇宙輸送機の革新的な軽量・高性能化及びコスト低減技術」 （文科省テーマ）採択課題④
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「将来輸送に向けた地上系基盤技術」 （文科省テーマ）採択課題①
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「将来輸送に向けた地上系基盤技術」 （文科省テーマ）採択課題②
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「宇宙輸送システムの統合航法装置の開発」 （経産省テーマ）採択課題

26



「固体モータ主要材料量産化のための技術開発」 （経産省テーマ）採択課題

27


	スライド 1: 将来宇宙輸送技術獲得に向けた取組
	スライド 2: 革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ検討会取りまとめについて（令和４年７月）
	スライド 3: 革新的将来宇宙輸送システムロードマップ
	スライド 4
	スライド 5: 宇宙技術戦略　－　令和６年度改訂のポイント
	スライド 6: 宇宙技術戦略　－　令和７年度改訂のポイント
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21
	スライド 22
	スライド 23
	スライド 24
	スライド 25
	スライド 26
	スライド 27

